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１．都市間交通システムに関する事例紹介

� ベトナム国持続可能な総合
運輸交通開発戦略策定調査
(VITRANSS2)

�調査期間 2007年11月～
2010年3月

�目標年次 2030年

�道路、鉄道、港湾、航空、水
運、都市交通を対象
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Investment Requirements of Master Plan

Ongoing/ 

Committed 

Projects , 22.3 

New Projects , 

37.5 

Maintenance/ 

minor projects, 

13.0 

Urban 

Transportation, 

13.0 

Rural 

Transportation, 

3.3 

Total
89.1

$ billon

2020年までの資金需要
総額 891億ドル

VITRANSS2で提案するプロ
ジェクト 598億ドル

うち 新規プロジェクト
375億ドル

高速鉄道(2区間)
191億ドル
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２．鉄道分野支援への取組み

�「開発途上国における鉄道分野の国際協力に
関する研究会」を設置

�2010年1月～2011年3月

�学識経験者、省庁、鉄道事業者、コンサルタン
ト団体等による研究会方式

�2011年3月 開発途上国における鉄道分野の
戦略的アプローチとする報告とりまとめ予定
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鉄道分野を巡る世界と日本の動き鉄道分野を巡る世界と日本の動き鉄道分野を巡る世界と日本の動き鉄道分野を巡る世界と日本の動き
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その他の動向
・技術規準STRASYA策定
・越・ｱｼﾞｱ諸国の鉄道整備進展
・日立、英国へ車両納入契約
・ﾌﾞﾗｼﾞﾙ高速鉄道入札見送り
・急進する中国の鉄道事業

・今後も増加が
見込まれる世界
鉄道市場

広域経済圏の形成、
資源開発の進展
（アフリカ等）

国内の動き
・新成長戦略閣議決定
(2010.6)

・ﾊﾟｯｹｰｼﾞ型ｲﾝﾌﾗ海外
展開関係大臣会合設置

・ｲﾝﾌﾗ海外展開推進の
ための体制整備(外務省)

・産業構造審議会ｲﾝﾌﾗ･
ｼｽﾃﾑ輸出部会(経産省)

急激な交通需要の
増加、環境悪化
（アジア等）
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「開発途上国における鉄道分野の国際協力に関する研究会」「開発途上国における鉄道分野の国際協力に関する研究会」「開発途上国における鉄道分野の国際協力に関する研究会」「開発途上国における鉄道分野の国際協力に関する研究会」

設置趣意とアウトプット設置趣意とアウトプット設置趣意とアウトプット設置趣意とアウトプット

急激な交通需要の増加、
環境悪化（アジア等）

広域経済圏の形成、資源
開発の進展（アフリカ
等）

建設市場の縮小、鉄道産
業・技術の維持（日本）

日本の国際協力の枠組みの中での、JICAによる鉄道分野への
取り組みの方向性、手法と課題の明確化

「開発途上国における鉄道分野の国際協力に関する研究会」

◆メンバー構成（委員長：運輸政策研究所 森地茂所長）

関係省庁
・国交省 ・経産省
・財務省 ・外務省

鉄道関係団体
・JRTT ・JARTS
・ECFA ・JTCA

鉄道事業者
・JR東日本
・東京メトロ

「開発途上国における鉄道分野の戦略的アプローチ」
7

◆研究会での主な指摘事項

・上流からの関与 ・早期ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄ
・組織連携促進 ・人材活用・育成
・民間支援（資金、事業ｽｷｰﾑ） 等

・Ｂｉｇ３の台頭、中国の進出
・海外標準への対応 ・事業ﾘｽｸ
・人材不足、人材育成 等

問
題

課
題

◆アウトプット
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上位目標＝途上国開発の促進、新成長戦略への貢献

○日本の鉄道の優位性を活用
・高い技術・品質、多様な制度、豊富な実績

「「「「開発途上国における鉄道分野の戦略的アプローチ」開発途上国における鉄道分野の戦略的アプローチ」開発途上国における鉄道分野の戦略的アプローチ」開発途上国における鉄道分野の戦略的アプローチ」

JICAJICAJICAJICAの鉄道分野支援戦略ビジョンと基本戦略の鉄道分野支援戦略ビジョンと基本戦略の鉄道分野支援戦略ビジョンと基本戦略の鉄道分野支援戦略ビジョンと基本戦略

△海外展開上の課題克服
・総合力、コスト、意志決定、情報発信

○JICAによる支援の優位性を活用

�途上国ﾈｯﾄﾜｰｸ、M/P策定実績

�資金協力ﾂｰﾙ、官民連携ﾂｰﾙ

�人材育成・組織強化ﾉｳﾊｳ・ﾂｰﾙ 等

JICAの鉄道分野支援戦略ビジョン 基本戦略

△JICAの課題克服
・意思決定の迅速化
・ルールや制度の柔軟化

①重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへの
集中支援

②国内実施体制強化 8

・わが国の優れた鉄道技術の活用
・JICAのツール、リソースの活用
・官民様々なアクターとの連携促進・強化

(C)Mr. Yukihiro KOIZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2011
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�１０年を目安にM/Pを更新し、鉄道整備ニーズ把握・発掘。中間
の５年毎の補完的PT調査実施も行う。

�毎年３～５件程度を対象。
�策定・更新されたM/P説明会、各種データベースのWeb共有を

通じ本邦企業の関心を惹起。

【【【【基本戦略１基本戦略１基本戦略１基本戦略１】】】】 重点プロジェクトへの集中的な支援重点プロジェクトへの集中的な支援重点プロジェクトへの集中的な支援重点プロジェクトへの集中的な支援

1111----1111 鉄道整備ニーズの把握・発掘鉄道整備ニーズの把握・発掘鉄道整備ニーズの把握・発掘鉄道整備ニーズの把握・発掘

相手国政府との
良好な関係の継続

民間企業の海外
展開の後押し

都

上流部分からの
日本の関与

期待される効果

JICAが策定した都市交通M/P、F/Sのストックを活用

実施方法実施方法実施方法実施方法
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凡例

M/P

技術協力/技術支援

円借款

F/S 実施済案件

実施中案件

ルーマニア
ブカレスト総合都市交通
ﾌﾞｶﾚｽﾄ-ｺﾝｽﾀﾝﾂｧ近代化
ﾌﾞｶﾚｽﾄ国際空港アクセス

ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ ﾊﾞｸｰ市都市交通改善

モロッコ メクネス～フェズ間
鉄道複線化事業

ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ
ﾀｼｸﾞｻﾞｰﾙ･ｸﾑｸﾙｶﾞﾝ新線

中国
成都市公共交通
朔県-黄カ港鉄道建設
重慶モノレール建設
武漢都市鉄道建設
北京都市鉄道建設

ジャカルタ都市高速鉄道

ｼﾞｬﾜ幹線電化・複々線化
ｼﾞｬﾜ南線複線化
中部ｼﾞｬﾜ地域鉄道ｼｽﾃﾑ
安全性向上

タイ ﾊﾟｰﾌﾟﾙﾗｲﾝ整備
ﾚｯﾄﾞﾗｲﾝ整備
バンコク地下鉄
鉄道研修ｾﾝﾀｰA/C

フィリピン
LRT1号線

ベトナム
ハノイ都市鉄道
ﾎｰﾁﾐﾝ都市鉄道
南北鉄道橋梁安全向上

インド ｺﾙｶﾀ東西地下鉄
チェンナイ地下鉄
デリーメトロ
ﾊﾞﾝｶﾞﾛｰﾙﾒﾄﾛ
幹線貨物輸送力強化シリア

全国鉄道開発計画
エジプト
ｱﾚｷｻﾝﾄﾞﾘｱ総合都市交通
全国総合運輸計画
大カイロ都市圏総合交通
国鉄経営改善

モンゴル M/P策定支援

バングラデシュ
ダッカ～チッタゴン
ﾀﾞｯｶ都市交通整備

ﾊﾟｷｽﾀﾝ 全国総合交通
ﾗﾎｰﾙ都市交通

ペルー
首都圏都市交通

トルコ
イスタンブール都市交通
ボスポラス海峡横断地下鉄

ブルガリア
国鉄・経営改善計画
ソフィア地下鉄拡張

ﾎﾞｽﾆｱ･ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ
運輸交通M/P

ウクライナ
鉄道総合開発

チュニジア
首都圏通勤線電化

レバノン
大トリポリ都市圏交通

ﾏﾗｳｲ ｾﾅ回廊

(C)Mr. Yukihiro KOIZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2011



年間1000～1500両程度発生する中古車両を輸出

1-2 機材供与の活用（中古車両）

新幹線車両、通勤車両、
都市間鉄道車両

中古車両供与＋輸送費＋維持管理

課題
・相手国の電源方式、車両規格
との整合性

・車両更新時期と相手国ニーズ
のタイミングの一致

本邦鉄道技術者OB
のﾉｳﾊｳ活用

【【【【基本戦略１基本戦略１基本戦略１基本戦略１】】】】 重点プロジェクトへの集中的な支援重点プロジェクトへの集中的な支援重点プロジェクトへの集中的な支援重点プロジェクトへの集中的な支援

イニシャルコストの削減
日本の車両の優秀性のアピール

日本製新車導入素地の構築
本邦鉄道技術者OBの親和性

都 高 貨

実施方法実施方法実施方法実施方法

期待される効果

※車両更新などにより発生する、20～
30年程度経過した中古車両を調達

11
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【【【【基本戦略１基本戦略１基本戦略１基本戦略１】】】】 重点プロジェクトへの集中的な支援重点プロジェクトへの集中的な支援重点プロジェクトへの集中的な支援重点プロジェクトへの集中的な支援

時期 実施内容

2000年 都営地下鉄6000系72両無償譲渡
（輸送費用は円借負担）
車両技術者派遣
（専門家、シニアボランティア）

2004年 JR東日本103系16両導入

2005年、
2007年

東急8000系24両導入

2006年
～2009年

東急8500系64両導入

2007年 東京メトロ5000系30両、
東葉高速鉄道1000系30両導入

� 事例：ジャカルタにおける中古車両輸出実績

ジャカルタで活躍する
東京メトロ5000系車両

12
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O&M会社支援とのパッケージ

リエゾン派遣

13

1-3 ソフト分野への取組み

・情報収集・発信
・ｺﾈｸｼｮﾝ形成 等
（ｲﾝﾌﾗﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ専
門官と一体となって
行う）

【【【【基本戦略１基本戦略１基本戦略１基本戦略１】】】】 重点プロジェクトへの集中的な支援重点プロジェクトへの集中的な支援重点プロジェクトへの集中的な支援重点プロジェクトへの集中的な支援

都 高 貨

�借款審査開始前までにパッケージ
支援内容を検討

�コンサルタントと鉄道事業者一体
となる協力実施体制の推進

�これに向けた諸条件の緩和(案)
�鉄道技術基準作成支援→対外PR
�標準支援→既存基準との整合性

�重点支援都市へのJICA専門家、プ
ログラム調整員（JICA職員）派遣

（例：ハノイ、ホーチミン、ジャカルタ、
ダッカ 等）

期待される効果

(C)Mr. Yukihiro KOIZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2011



「JICA鉄道整備推進チーム（仮）」の創設

14

【【【【基本戦略基本戦略基本戦略基本戦略2222】】】】 国内実施体制の強化国内実施体制の強化国内実施体制の強化国内実施体制の強化

1. 案件発掘機能の強化
2.  既存の協力スキーム有効活用・改善の検討と推進
3.  人材確保・育成支援
4.  民間企業支援

課題（の一部）を解決

Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
鉄
道
推
進
チ
ー
ム

主
要
な
活
動

� 利益確保が前提
� 長期事業に対する

リスク保証
� 高コスト

� 海外展開に対する
ｲﾝｾﾝﾃｨｳﾞ付与

� 海外要員の増強

� 海外経験、ノウハ
ウを持った人材の
増強

省庁
鉄道

事業者

メーカー
ゼネコン

商社

コンサル
タント

� 企業間・省庁間の調整
� ﾄｯﾌﾟｾｰﾙｽ体制強化(人

員、予算等）

関
係
者

の
課
題

� チーム ※を核とした、鉄道分野における協力体制の強化
� ジャパンイニシアティブを進めるうえでの課題解決に資する

活動を推進 ※JICA役職員、専門員等のほか、鉄道事業者OB、
コンサルタント等を含む１０名程度の体制でスタート

(C)Mr. Yukihiro KOIZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2011



JICA鉄道整備推進チームの活動例

� 重点都市重点都市重点都市重点都市※※※※にリエゾンを派遣（専門家、プログラム調整員）し、インフラプロにリエゾンを派遣（専門家、プログラム調整員）し、インフラプロにリエゾンを派遣（専門家、プログラム調整員）し、インフラプロにリエゾンを派遣（専門家、プログラム調整員）し、インフラプロ
ジェクト専門官と共に案件発掘を行う。ジェクト専門官と共に案件発掘を行う。ジェクト専門官と共に案件発掘を行う。ジェクト専門官と共に案件発掘を行う。

� JTCA、学識経験者等との相乗りによるプロファイ・ミッション、学識経験者等との相乗りによるプロファイ・ミッション、学識経験者等との相乗りによるプロファイ・ミッション、学識経験者等との相乗りによるプロファイ・ミッション
� 途上国のキーパーソンとのネットワーキング、セミナー等へ参加・情報共有途上国のキーパーソンとのネットワーキング、セミナー等へ参加・情報共有途上国のキーパーソンとのネットワーキング、セミナー等へ参加・情報共有途上国のキーパーソンとのネットワーキング、セミナー等へ参加・情報共有

1. 1. 1. 1. 案件発掘機能の強化案件発掘機能の強化案件発掘機能の強化案件発掘機能の強化

（参考）都市の例
ｽﾗ
ﾊﾞﾔ

ﾀﾞｯｶ ﾃﾞﾘｰ ﾏﾆﾗ ﾊﾉｲ
ﾎｰﾁ
ﾐﾝ

ﾊﾞﾝｺｸ
ｼﾞｬｶ
ﾙﾀ

ｷｴﾌ
ｻﾝ

ﾊﾟｳﾛ
ﾊﾟﾅﾏ

都市人口
(万人)

261.1 700.0 987.9 166.0 263.2 592.9 570.5 883.9 276.5 1,089 41.5

都市鉄道
延長(Km)

- - 65 45 - - 44 174 57 322 -

1人あたり
GNI($)

1,650 470 950 1,620 770 770 3,400 1,650 2,560 5,860 5,500

中長期整備
計画の状況

計画
中

計画
中

済 済 済 済
計画
済

計画
済

済 済
未
計画

※重点都市は、人口規模やGNI、計画ストックの有無など、諸条件を勘案して選定。

15

【【【【基本戦略基本戦略基本戦略基本戦略2222】】】】 国内実施体制の強化国内実施体制の強化国内実施体制の強化国内実施体制の強化

関係機関との連携強化による情報収集・共有促進関係機関との連携強化による情報収集・共有促進関係機関との連携強化による情報収集・共有促進関係機関との連携強化による情報収集・共有促進

(C)Mr. Yukihiro KOIZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2011
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JICA鉄道整備推進チームの活動例

2. 2. 2. 2. 既存の協力スキーム有効活用・改善の検討と推進既存の協力スキーム有効活用・改善の検討と推進既存の協力スキーム有効活用・改善の検討と推進既存の協力スキーム有効活用・改善の検討と推進
民間連携の促進民間連携の促進民間連携の促進民間連携の促進
�PPPインフラ事業（協力準備調査）の拡充
�初期段階からのコンサルテーションの拡充
�鉄道関連事業者向けセミナー等を通じた情報発信

研修スキームの戦略的活用研修スキームの戦略的活用研修スキームの戦略的活用研修スキームの戦略的活用
�鉄道関連集団研修の再編（都市交通、鉄道全般、公共交通）
�高速鉄道研修の新設
�国別研修の有効活用（例：南アフリカ高速鉄道）
�研修員情報の共有、本邦企業向け説明・意見交換会の実施

円借款・投融資の活用円借款・投融資の活用円借款・投融資の活用円借款・投融資の活用
�STEPの活用促進
�海外投融資の活用検討

【【【【基本戦略基本戦略基本戦略基本戦略2222】】】】 国内実施体制の強化国内実施体制の強化国内実施体制の強化国内実施体制の強化

(C)Mr. Yukihiro KOIZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2011



民間企業の費用負担の軽減
プロマネ要件の緩和
M/M配慮（案件形成段階か
ら相手国政府と調整）

既存の教育/研修制度も活用

（特に不足している）信号、
通信、電気、維持管理、運営、
経営等のエキスパート発掘・
情報提供

17

JICA鉄道整備推進チームの活動例

3333．人材確保・育成支援．人材確保・育成支援．人材確保・育成支援．人材確保・育成支援

鉄道ＯＢの活用、若手の育成鉄道ＯＢの活用、若手の育成鉄道ＯＢの活用、若手の育成鉄道ＯＢの活用、若手の育成
�JICA「PARTNER」（国際協力人

材データベース）への、OBの登
録促進

�国際協力人材の育成スキーム
（ベテラン＋若手の組合せ）の
創設

�JICAスキームへの参加促進
�若手へのOJT機会創出

人材交流支援人材交流支援人材交流支援人材交流支援
�事業者、メーカー、コンサルタン

ト間との人材交流の場を用意

【【【【基本戦略基本戦略基本戦略基本戦略2222】】】】 国内実施体制の強化国内実施体制の強化国内実施体制の強化国内実施体制の強化

(C)Mr. Yukihiro KOIZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2011



18

JICA鉄道整備推進チームの活動例

4444．民間企業支援．民間企業支援．民間企業支援．民間企業支援

�STEPの売り込み
�PPP活用による民間の海外

事業展開支援
�グローバルオペレーター設

立支援方策の検討
�海外投融資の活用検討
�JICAが実施した調査内容の

情報発信

� 事例：ソウル地下鉄９号線の
運営形態

出典）ヴェオリア・トランス
ポール社資料より作成

運行会社
サウスリンク
９

ソウル市
メトロ９号線
（SPC）

現代ロテム社

ヴェオリア・トランス
ポール社

ソウル市
(Metropolitan Government)

マッコーリー
韓国インフラ
ファンド

現代ロテム
グループ

出資

出資
O&M契約
許可事業契約

O&M
契約

【【【【基本戦略基本戦略基本戦略基本戦略2222】】】】 国内実施体制の強化国内実施体制の強化国内実施体制の強化国内実施体制の強化

官民連携の促進、官民連携の促進、官民連携の促進、官民連携の促進、
JICAJICAJICAJICAの資金調達ツール活用の資金調達ツール活用の資金調達ツール活用の資金調達ツール活用

(C)Mr. Yukihiro KOIZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2011



ご静聴ありがとうございました。

第１０３回運輸政策コロキウム

19
国際協力機構

(C)Mr. Yukihiro KOIZUMI, Institute for Transport Policy Studies, 2011


